公務災害認定請求書の任命権者の意見欄に記入する16職種区分
	
	
	
	
	
	

	
	0
	1
	
	医師・歯科医師
	大学付属病院、警察病院等に勤務する者を含む。

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	0
	2
	
	看護師
	大学付属病院、警察病院、消防署等に勤務する者を含む。

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	0
	3
	
	保健師・助産師
	大学付属病院、警察病院等に勤務する者を含む。

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	0
	4
	
	その他の医療技術者
	薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師、衛生検査技師、作業療法士、歯科衛生士、歯科技工士等の資格を有する者又は診療放射線技師、臨床検査技師、衛生検査技師以外の病理細菌技術職員、理学療法士以外の理学療法技術職員、作業療法士以外の作業療法技術職員、視能訓練士以外の視能技術職員若しくはあん摩、マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師で、現にそれぞれの業務に従事している者をいう。

なお、無資格の看護助手は「16　その他の職員」として取り扱う。

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	0
	5
	
	保育士・寄宿舎指導員等


	次に掲げる者をいう。

①　保育士の資格を有する者で、現に保育所、幼保連携認定こども園、社会福祉施設等に勤務する者

②　児童自立支援専門員、児童生活支援員の資格を有する者で、現に児童自立支援施設に勤務する者

③　現に社会福祉施設及び特別支援学校学校に勤務する寄宿舎指導員

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	0
	6
	
	船員
	　 船員法第1条に規定する船員のほか、同条第2項各号に規定する船舶に乗り組む船員をいう。

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	0
	7
	
	土木技師・農林水産技師・建築技師
	次に掲げる者をいう。

①　土木に関する事務に従事する技術職員のうち、技師として任用される者

②　農業・林業・水産業に関する事務に従事する技術職員（農業土木・森林土木の職員を含む。）のうち、技師として任用される者

③　建築に関する事務に従事する技術職員のうち、技師として任用される者



	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	0
	8
	
	調理員
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	0
	9
	
	運転士・車掌等
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	1
	0
	
	義務教育学校教員
	学校教員統計調査規則第3条に定義するもののうち、義務教育学校に勤務している職員

※学校教員統計調査規則第3条の教員の定義

学校の長、副学長、学部長、教授、准教授、助教、助手、講師、副校長（副園長を含む。）、教頭、主幹教諭（幼保連携型認定こども園の主幹養護教諭及び主幹栄養教諭を含む。）、指導教諭、教諭、助教諭、養護教諭、養護助教諭、栄養教諭、主幹保育教諭、指導保育教諭、保育教諭、助保育教諭及び実習助手並びに専修学校及び各種学校の教員

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	1
	1
	
	義務教育学校以外の教員
	学校教員統計調査規則第3条に定義するもののうち、義務教育学校以外に勤務している職員

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	1
	2
	
	その他の教育公務員
	教育公務員特例法第2条に定義するもの（教員を除く）

なお、教育委員会事務局の一般的な事務職員、学校事務員、教育長等はもともと含まれない。


	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	1
	3
	
	警察官
	警察法第56条第2項に規定する地方警察職員のうち警察官である常勤の職員をいう。

なお、道路交通法第114条の4の交通巡視員は、｢16　その他の職員」として取り扱う。

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	1
	4
	
	消防吏員
	常勤の消防団員を含む。

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	1
	5
	
	清掃職員
	廃棄物の処理及び清掃に関する法律第2条第2項の一般廃棄物（ごみ・し尿）の収集、運搬、処理に関するものに従事する技能労務職の職員（清掃事業の現場の職員に限る。）をいう。

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	1
	6
	
	その他の職員
	1～15に掲げる職種に該当する職員以外の職員をいう。

	
	
	
	
	
	


※　2以上の職種を兼ねている場合には、公務災害が発生した際に主として従事していた職種において区分する。

※　当該職種は、原則として単に資格を有するだけでは足らず、勤務公署、所属行政部門とは関係なく、現にその職務に従事しているところにより区分する。

※　当該区分は、負担金の納付の際の職種区分とは関係がないものである。
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